
幼児教育センター設置 道府県⼀覧 （令和７年４⽉現在）

1 北海道

２ ⻘森県

３ 岩⼿県

４ 宮城県

５ 秋⽥県

６ 福島県

７ 栃⽊県

８ 千葉県

９ 新潟県

10 富⼭県

11 ⽯川県

12 ⼭梨県

13 ⻑野県

14 静岡県

15 愛知県

16 三重県

17 滋賀県

18 京都府

19 奈良県

20 ⿃取県

21 島根県

22 岡⼭県

23 広島県

⾃主財源でセンターを設置 ※３

36 群⾺県

37 福井県

38 ⼤阪府

39 和歌⼭県

⻘⾊︓補助等によりセンターを設置
（今後設置予定も含む。）

⻩⾊︓⾃主財源でセンターを設置
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※１ R７申請団体とは
「幼児教育推進体制等を活⽤した
幼保⼩の架け橋プログラム促進事業」申請団体を指す。

※２ 上記の事業を活⽤する⾃治体数は70市区町村
（R7.4.1時点）

※３ R５幼児教育実態調査の結果より

※４ 市区町村におけるセンター設置数︓97⾃治体
（R5幼児教育実態調査より）

24 ⼭⼝県

25 徳島県

26 ⾹川県

27 愛媛県

28 ⾼知県

29 佐賀県

30 ⻑崎県

31 熊本県

32 ⼤分県

33 宮崎県

34 ⿅児島県

35 沖縄県
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R７申請団体※１
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令和7年7⽉4⽇ 中央教育審議会教育課程企画特別部会 配布資料
「【資料2】論点資料（10）幼児教育の質の向上及び幼児教育と⼩学校教育との円滑な接続の改善について」より作成


